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2025 年ふじのくにづくり支援センター 十大ニュース 
 

1 未来への挑戦 

・本社事務所を 44 年間という歴史と思い出が詰まった「静岡中央ビル」から「アーバンネ

ット静岡追手町ビル」へ 11 月から移転。新事務所で更なるセンター・三公社の発展を

目指す。 

・センター・三公社一体化プロジェクトの各タスクフォース間の連携を促進。お客様サー

ビスの充実につながる取組が活発化、具体的な取組成果が数多く実現。 

・CSR 実施計画に基づき「環境との共生」、「社会との共生」、「事業リスク防止」の取組を

推進。DX では業務の効率化やお客様サービスの向上を図るため、AI の活用を推進。 

・センター運営会議を廃止し、新たにセンター戦略会議を開始。内容を強化し経営管理

の視点から管理者の相互理解を深め、組織の推進力を強化。 

・伊豆スカイライン料金所再編と新料金体系を 10 月から開始。亀石峠料金所を本線に

移設し２か所の料金所を廃止、料金体系は 3 つの区間料金に整理。 

・伊豆中央道・修善寺道路の ETC 導入に向け工事着手。NEXCO 等と連携し事業を推

進。 

・牧之原市の市営住宅を令和７年度から新規受託。8 つ目の市町営住宅受託。 

・湖西市の市営住宅について、令和９年度からの新規受託に向けた具体的な協議を開

始。その他複数市町と協議。 

 

２ お客様サービスの充実 

・浜松市から新規に用地取得業務を受託。国土交通省からは８期連続で受託。 

・伊豆スカイラインへ ETCX を導入。キャッシュレスによるお客様の利便性向上。 

・県営住宅・市町営住宅の「高齢者ふれあい講座」を５団地で新規開催。特に、外国人

の高齢者向けに通訳を配したふれあい支援事業を実施。 

・住宅公社ホームページに「やさしい日本語」を導入。外国人利用者等へのサービス向

上を図る。 

・IoT 機器を活用した見守り支援サービスを提供しているヤマト運輸と協定を締結。高齢

入居者の見守りを支援。 

 

３ 地域社会への貢献 

・用地取得を実施した伊豆市「伊豆中学校」が令和７年４月に開校、「ひなた公園」は、令

和８年４月下旬開園を目指して市が整備。地域の発展・活性化に寄与。 

・NEXCO 中日本、中日本エクシス、観光施設と協働してスタンプラリーを 4 年間継続実

施、県内の周遊観光誘発に貢献。応募者数も年々増加。 
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・交通事故で亡くなった男の子のひまわりを全国で咲かせる「ひまわりの絆プロジェクト」

を東部管理センターが伊東警察署から引継ぐ。命の尊さ、交通安全の重要性を再認識

してもらい、交通事故の削減を目指す。 

・県営住宅の「団地美化運動」を団地内及び外周道路で実施。 

・下水道料金滞納や防犯上の問題が生じている足久保団地の長期空家について、静岡

市と協力して解決を図る。 

 

４ 健全経営の推進 

・令和６年度決算において、住宅公社は 22 年連続、センターは５年連続の黒字を達成。 

・インフラ技術支援担当は業務受託が着実に増加。令和６年度決算で過去最高額、22

件の受託を達成。 

・センター・三公社の経営面からの全体像を数字で明らかにするため、連結決算の作成

に着手。 

・センター・三公社共同で全市町へのアンケート調査を実施し、営業活動の強化、社内

の情報共有を徹底。新たな受託業務の確保や新規の事業化を検討。 

・伊豆スカイラインで 47 年ぶりの料金値上げを実施。収入確保による経営安定化を図る。 

・センター・三公社で有価証券による資金運用を実施し、新たな収入確保を徹底。 

・センター初となる運用を開始し、環境への貢献のためグリーンボンドの運用を実施。 

・令和６年度業務功績表彰の大賞は「牧之原市営住宅の管理受託業務の獲得」、ひとり

一挑戦の最優秀賞は「牧之原市の被災地支援（ランタン・飲料水の各戸配付）」が受賞。

職員が現場主義に徹し高い現場力を発揮した業務改善が数多く実現。 

 

５ 計画的な事業推進 

・有料道路の維持管理計画を策定。法定点検結果を基に、予防保全による更新・維持

補修を実施、安全・安心で快適な道路づくりを継続。 

・地籍調査の計画的な事業推進が図られるよう、川根本町には９期連続、長泉町には３

期連続、袋井市には２期連続の支援を実施。今後も新規市町を含め継続した支援を実

施。 

・UR 都市機構住宅が民間企業への譲渡完了。滞りなく 59 年間の管理受託が終了。 

 

６ 安全安心、危機管理、社会・経済の変化・様々なリスクへの対応 

・職員内部通報窓口を設置。公益通報者保護法に基づく通報やハラスメントなど幅広く

職員等からの通報を受け付ける体制を整備。 

・カスタマーハラスメント対応基本方針を策定。職員を組織で守るため、対応体制の整備

（相談窓口の設置、対応マニュアルの作成、社員教育等）を推進。 
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・カスタマーハラスメント対策の一環として電話録音機能を導入。今後全社に拡大。 

・コンプライアンス・リスクマネジメントの強化を図るため、専門知識を持った講師による

コンプライアンス研修などの職員研修会を開催。幹部職員が危機管理広報研修会に

参加し、危機発生時のマスコミ対応を学ぶ。 

・伊豆スカイラインスカイポート亀石駐車場の公衆トイレに車両が衝突し、入口が大破。

職員の迅速な対応により早期復旧。 

・台風 15 号に伴う竜巻により、県営榛原団地に多大な被害発生。職員及び指定修繕業

者の迅速な対応により早期復旧を実現。併せて被災者に公営住宅を提供。 

・近年の猛暑による熱中症対策としてファン付き作業着を購入するなど、現場で作業す

る職員の労働環境を改善。 

・職員用のパソコン・社内ネットワークを更新。セキュリティが向上。 

 

７ 働き方改革の推進 

・本社事務所の移転により、安全・安心で一体化を確保するワンフロアーのオフィス環境

を実現。職員のコミュニケーションが活発化し、一体感が醸成、業務効率が向上。 

・マジックコネクト、フリーWi-Fi を業務へ積極活用、リモート会議や在宅勤務を継続する

など働き方改革を実践。 

 

８ デジタル化、業務の効率化・事務改善 

・文書の電子決裁・電子保存システムの運用開始。業務の効率化やペーパーレス化を

推進。事務所内の書類廃棄運動を展開し紙文書は約 50％削減、社内会議はペーパー

レスを徹底。 

・電子契約システムの運用開始。契約締結の迅速化、ペーパーレス化。 

・休暇の電子申請を開始。残日数や取得状況の確認作業の効率化を実現。 

・勤怠管理システムをサイボウズのタイムカード機能を活用した方式に切り替え、効率的

な運用を実現。 

・新会計システムを道路公社に先行して導入。センター・三公社の会計システムの一本

化を検討。 

・AI の専門家の支援を受け、AI の運用開始。AI 研修会を開催。 

・会議の議事録等の作成において AI を活用。作業時間が大幅に短縮するなど、AI の活

用により業務効率が向上。 

・住宅公社では、AI を活用した通訳・翻訳により、窓口での接客や自治会支援を充実。 

・公営住宅の点検業務や災害被災後の屋上点検にドローンを活用。大幅な業務の効率

化を推進。 
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９ 執行体制の整備・職員のスキルアップ 

・土地公社、道路公社の正規職員（職務経験者）を４月から採用。土地公社は１名、道路

公社は２名。 

・道路公社土木職と住宅公社建築職を相互併任、お互いの公社業務を効果的に支援。 

・センター・三公社の業務の相互理解を深め、一体化を推進するため、現地で学ぶ研修

会を開催。施設点検・繁忙期における業務・イベントへの組織を超えた相互応援を活発

化。 

 

10 戦略的広報の展開 

・住宅公社ホームページを「お客様目線」で全面リニューアル。閲覧件数は大幅に増加。 

・道路公社に続き、住宅公社で X を開設。より多くのお客様に情報発信。 

・道路公社では、規制情報に加え伊豆スカイラインの料金所再編事業の進捗情報等を

X で配信。公社事業を幅広く PR。 

・県の広報アドバイザーを講師に迎え、SNS 研修会を開催。SNS の活用方法を習得。 

 

  


